
【別紙１】    ヘルパーステーションきりん荘料金表 

●対象者：要介護１～要介護５の方 

★基本部分 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）「身体介護中心型」及び「生活援助中心型」において、利用者の同意を得て、同時に２人の訪問介護員等がサー

ビス提供した場合は、上記基本利用料の２倍の額となります。 

上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、これら基本利用料も

自動的に改訂されます。なお、その場合は、事前に新しい基本利用料を書面でお知らせします。 

（注２）上記本文にも記載のとおり、介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用する場合は、超えた額の全額を

ご負担いただくこととなりますのでご留意ください。 

 
★加算 
 以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 
 

加算の種類 加算の要件 

加算額 

基本利用料 
利用者負担金 

（基本利用料の1割） 

初回加算 
新規の利用者へサービス提供した場合 

(１月につき) 
２，０００円 ２００円 

生活機能向上連携 

加算Ⅰ 

サービス提供責任者が訪問リハビリテーション事業所

の理学療法士等に同行し、共同して利用者の心身の状

況等を評価した上、生活機能向上を目的とした訪問介

護計画を作成し、サービス提供した場合(1月につき) 

１,０００円 １００円 

緊急時訪問介護加算 
利用者や家族等からの要請を受け、緊急にサービスを

提供した場合(１回につき) 
１,０００円 １００円 

夜間・早朝、深夜 

加算 

夜間（18時～22時）又は早朝（6時～8時）にサービス

提供する場合 
上記基本部分の２５％ 

深夜（22時～翌朝6時）にサービス提供する場合 上記基本部分の５０％ 

特定事業所加算Ⅰ 
当該加算の体制要件、人材要件及び重度要介護者等対

応要件を満たす場合 
上記基本部分の２０％ 

特定事業所加算Ⅱ 当該加算の体制要件及び人材要件を満たす場合 上記基本部分の１０％ 



特定事業所加算Ⅲ 
当該加算の体制要件及び重度要介護者等対応要件を満

たす場合 
上記基本部分の１０％ 

特定事業所加算Ⅳ 
当該加算の体制要件及び重度要介護者等対応要件を満

たす場合 
上記基本部分の３％ 

特定事業所加算Ⅴ 当該加算の体制要件及び人材要件を満たす場合 上記基本部分の３％ 

介護職員処遇改善 

加算Ⅰ※ 

当該加算の算定要件を満たす場合 

１月の利用料金の13.7％ 

（基本料金＋各種加算減算） 

介護職員処遇改善 

加算Ⅱ※ 

１月の利用料金の10.0％ 

（基本料金＋各種加算減算） 

介護職員処遇改善 

加算Ⅲ※ 

１月の利用料金の5.5％ 

（基本料金＋各種加算減算） 

介護職員等特定処遇 

改善加算Ⅰ※ 
当該加算の算定要件を満たす場合 

１月の利用料金の6.3％ 

（基本料金＋各種加算減算） 

介護職員等特定処遇 

改善加算Ⅱ※ 

１月の利用料金の4.2％ 

（基本料金＋各種加算減算） 

介護職員等ベースアップ

等支援加算※ 
当該加算の算定要件を満たす場合 

１月の利用料金の2.4％ 

（基本料金＋各種加算減算） 

特別地域訪問介護 

加算※ 
当事業所が特別地域に所在する場合 上記基本部分の１５％ 

小規模事業所加算※ 
当事業所が特別地域に所在せず、１月あたりの延べ訪

問回数が２００回以下の小規模事業所である場合 
上記基本部分の１０％ 

中山間地域等に居住する

者へのサービス提供加算

※ 

中山間地域（＝新潟県の場合は全域）において、通常

の事業の実施地域以外に居住する利用者へサービス提

供した場合 

上記基本部分の５％ 

（注）※印の加算は区分支給限度額の算定対象からは除かれます。 

 

★減算 

 以下の要件を満たす場合、下記の額を算定します。 

減算の種類 減算の要件 減算額 

事業所と同一建物に居住する

利用者等へのサービス提供の

減算 

以下の利用者にサービスを行う場合 

・当事業所と同一の敷地内又は隣接する敷地内の建物に居

住する利用者又は同一の建物に居住する利用者で、１月当

たりの利用者が２０人以上居住する建物の利用者 

 

上記基本部分の９０％ 

以下の利用者にサービスを行う場合 

・当事業所と同一の敷地内又は隣接する敷地内の建物に居

住する利用者又は同一の建物に居住する利用者で、１月当

たりの利用者が５０人以上居住する建物の利用者 

 

上記基本部分の８５％ 

 



●対象者：要支援１、要支援２の方 

★基本部分 

サービスの内容 

※身体介護及び生活援助のみ 

（１月あたり） 

基本利用料 

※（注1）参照 

利用者負担金 

（基本利用料の1割） 

※（注2）参照 

訪問型独自サービス

１１ 

１週間に１回程度の訪問型サー

ビスが必要とされた場合 

（要支援１・２の利用者） 

１１，７６０円 １，１７６円 

訪問型独自サービス

１２ 

１週間に２回程度の訪問型サー

ビスが必要とされた場合 

（要支援１・２の利用者） 

２３，４９０円 ２，３４９円 

訪問型独自サービス

１３ 

１週間に３回程度以上の訪問型

サービスが必要とされた場合 

（要支援２の利用者のみ対象） 

３７，２７０円 ３，７２７円 

（注１）上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、これら基本利用料も自動的に改訂さ

れます。なお、その場合は、事前に新しい基本利用料を書面でお知らせします。 

（注２）上記本文にも記載のとおり、介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用する場合は、超えた額の全額をご負担いただく

こととなりますのでご留意ください。 

 

★加算 
 以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 
 

加算の種類 加算の要件 

加算額 

基本利用料 
利用者負担金 

（基本利用料の1割） 

初回加算 
新規の利用者へサービス提供した場合 

（１月につき） 
２,０００円 ２００円 

生活機能向上連携加算Ⅰ 

サービス提供責任者が介護予防訪問リハビリテ

ーション事業所の理学療法士等に同行し、共同

して利用者の心身の状況等を評価した上、生活

機能向上を目的とした介護予防訪問介護計画を

作成し、サービス提供した場合 

（１月につき） 

１,０００円 １００円 

介護職員等処遇改善 

加算Ⅰ※ 

当該加算の算定要件を満たす場合 

１月の利用料金の24.5％ 

（基本料金＋各種加算減算） 

介護職員等処遇改善 

加算Ⅱ※ 

１月の利用料金の22.4％ 

（基本料金＋各種加算減算） 

介護職員等処遇改善 

加算Ⅲ※ 

１月の利用料金の18.2％ 

（基本料金＋各種加算減算） 

介護職員等処遇改善 

加算Ⅳ※ 

１月の利用料金の14.5％ 

（基本料金＋各種加算減算） 

特別地域加算※ 当事業所が特別地域に所在する場合 上記基本部分の１５％ 

小規模事業所加算※ 

当事業所が特別地域に所在せず、１月あたりの

実利用者数が５人以下の小規模事業所である場

合 

上記基本部分の１０％ 

中山間地域等に居住する

者へのサービス提供加算

※ 

中山間地域（＝新潟県の場合は全域）におい

て、通常の事業の実施地域以外に居住する利用

者へサービス提供した場合 

上記基本部分の５％ 

（注）※印の加算は区分支給限度額の算定対象からは除かれます。 

 

 

 



★減算 

 以下の要件を満たす場合、下記の額を算定します。 
 

減算の種類 減算の要件 減算額 

事業所と同一建物に居住

する利用者等へのサービ

ス提供の減算 

以下の利用者にサービスを行う場合 

・当事業所と同一の敷地内又は隣接する敷地内の建物に居

住する利用者又は同一の建物に居住する利用者で、１月当

たりの利用者が２０人以上居住する建物の利用者 

 

上記基本部分の９０％ 

以下の利用者にサービスを行う場合 

・当事業所と同一の敷地内又は隣接する敷地内の建物に居

住する利用者又は同一の建物に居住する利用者で、１月当

たりの利用者が５０人以上居住する建物の利用者 

 

上記基本部分の８５％ 

 

 

●共通 

★キャンセル料 

 利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、取消料として下記

の料金をお支払いいただく場合があります。但しご契約者の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りで

はありません。  

キャンセルの時期 キャンセル料 

利用予定日の前日までに申し出があった場合  無料  

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合  
当日の利用料金の10％  

（自己負担相当額）  

（注）利用予定日の前々日までのキャンセルの場合は、キャンセル料不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


